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1.平成１８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１８年９月中間期 9,649 (△8.8) 1,690 (△23.1) 1,774 (△22.0)

１７年９月中間期 10,574 (47.9) 2,198 (125.0) 2,274 (118.6)

１８年３月期 20,487 　 3,411 　 3,542 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 1,005 (△27.7) 71 85

１７年９月中間期 1,390 (142.3) 198 65

１８年３月期 2,031 　 284 54
(注) ① 期中平均株式数 18年9月中間期 13,999,896株 17年9月中間期 6,999,948株 18年3月期 6,999,948株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　 ④ 平成18年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割をしております。この影響を考慮した１株あたり

中間(当期)純利益は、平成17年９月中間期99円32銭、平成18年３月期142円27銭であります。

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 28,050 22,985 81.9 1,641 79

１７年９月中間期 27,607 21,994 79.7 3,142 13

１８年３月期 29,786 23,242 78.0 3,314 69
(注) ① 期末発行済株式数 18年9月中間期 13,999,896株 17年9月中間期 6,999,948株 18年3月期 6,999,948株

　 ② 期末自己株式数 18年9月中間期 104株 17年9月中間期 52株 18年3月期 52株

　 ③ 平成18年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割をしております。この影響を考慮した１株あたり

純資産は、平成17年９月中間期1,571円 6銭、平成18年３月期1,657円34銭であります。

　

2.平成１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 18,900 3,200 1,900

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期） 135円71銭
　

3.　配当状況

・現金配当 　

　 中間期末 期末 年間

１８年３月期 0.0 80.00 80.00

19年3月期(実績) 0.0 ―
20.00

19年3月期(予想) ― 20.00

(注) 平成18年３月期期末配当金の内訳 記念配当金及び特別配当金50円を含んでおります。
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※この資料に記述されている将来に関する記述は、当社及び当社グループが本資料の発表日現在において入手可能な情報から得ら

れた判断に基づいており、リスク及び不確実性を包含しております。よって、実際の業績は、当社及び当社グループの事業を取り

巻く経済環境、市場動向、為替レートの変動等の様々な要因により、記述されている業績見通しとは大きく異なる結果となり得る

ことをご承知おきください。　　
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 13,159,590 　 　 9,196,146 　 　 10,675,803 　

　２　受取手形 ※2 　 46,877 　 　 38,867 　 　 63,245 　

　３　売掛金 　 　 3,319,695 　 　 4,288,183 　 　 4,015,106 　

　４　たな卸資産 　 　 1,039,079 　 　 1,018,298 　 　 550,724 　

　５　繰延税金資産 　 　 100,999 　 　 147,426 　 　 181,442 　

　６　その他 　 　 588,291 　 　 145,351 　 　 193,724 　

　７　貸倒引当金 　 　 △15,733 　 　 △19,799 　 　 △24,649 　

　　　流動資産合計 　 　 18,238,800 66.1 　 14,814,475 52.8 　 15,655,396 52.6

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※1 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 　 781,827 　 　 1,043,265 　 　 1,065,033 　

　　(2) 土地 　 　 2,153,114 　 　 2,310,114 　 　 2,310,114 　

　　(3) その他 　 　 89,423 　 　 293,690 　 　 346,713 　

　　　有形固定資産合計 　 　 3,024,365 11.0 　 3,647,070 13.0 　 3,721,861 12.5

　２　無形固定資産 　 　 357,890 1.3 　 369,501 1.3 　 323,105 1.1

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 5,718,216 　 　 7,667,000 　 　 8,489,549 　

　　(2) 長期貸付金 　 　 75,214 　 　 326,799 　 　 344,751 　

　 （3）長期性預金 　 　 ― 　 　 1,000,000 　 　 1,000,000 　

　　(4) その他 　 　 246,636 　 　 279,025 　 　 305,908 　

　　(5) 貸倒引当金 　 　 △53,248 　 　 △ 53,828 　 　 △53,828 　

　　　投資その他の
　　　資産合計

　 　 5,986,818 21.6 　 9,218,997 32.9 　 10,086,381 33.8

　　　固定資産合計 　 　 9,369,074 33.9 　 13,235,569 47.2 　 14,131,349 47.4

　　　資産合計 　 　 27,607,875 100.0 　 28,050,045 100.0 　 29,786,745 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 182,032 　 　 128,252 　 　 197,572 　

　２　買掛金 　 　 2,476,367 　 　 2,452,286 　 　 2,779,211 　

　３　未払金 ※3 　 149,231 　 　 139,306 　 　 342,888 　

　４　未払法人税等 　 　 847,406 　 　 585,724 　 　 1,108,756 　

　５　前受金 　 　 346,785 　 　 193,513 　 　 76,201 　

　６　預り金 　 　 237,834 　 　 274,315 　 　 261,997 　

　７　賞与引当金 　 　 166,667 　 　 175,000 　 　 170,000 　

　８　役員賞与引当金 　 　 ― 　 　 20,000 　 　 ― 　

　９　その他 　 　 81,567 　 　 83,768 　 　 90,724 　

　　　流動負債合計 　 　 4,487,892 16.3 　 4,052,166 14.4 　 5,027,352 16.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 471,691 　 　 378,812 　 　 413,633 　

　２　役員退職慰労引当金 　 　 170,830 　 　 196,050 　 　 182,470 　

　３　繰延税金負債 　 　 475,075 　 　 437,970 　 　 889,191 　

　４　その他 　 　 7,584 　 　 28 　 　 31,427 　

　　　固定負債合計 　 　 1,125,181 4.0 　 1,012,861 3.7 　 1,516,722 5.1

　　　負債合計 　 　 5,613,074 20.3 　 5,065,027 18.1 　 6,544,074 22.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,867,575 10.4 　 ― ― 　 2,867,575 9.6

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 　 3,409,575 　 　 ― 　 　 3,409,575 　

　　　資本剰余金合計 　 　 3,409,575 12.4 　 ― ― 　 3,409,575 11.4

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 94,500 　 　 ― 　 　 94,500 　

　２　任意積立金 　 　 3,200,000 　 　 ― 　 　 3,200,000 　

　３　中間(当期)
　　　未処分利益

　 　 11,128,905 　 　 ― 　 　 11,770,186 　

　　　利益剰余金合計 　 　 14,423,405 52.2 　 ― ― 　 15,064,686 50.6

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 1,294,474 4.7 　 ― ― 　 1,901,063 6.4

Ⅴ　自己株式 　 　 △228 △0.0 　 ― ― 　 △228 △0.0

　　　資本合計 　 　 21,994,801 79.7 　 ― ― 　 23,242,671 78.0

　　　負債資本合計 　 　 27,607,875 100.0 　 ― ― 　 29,786,745 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 2,867,575 10.2 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 　 ― 　 　 3,409,575 　 　 ― 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 3,409,575 12.1 　 ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 　 ― 　 　 94,500 　 　 ― 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 　 ― 　 　 3,500,000 　 　 ― 　

　　　　繰越利益剰余金 　 　 ― 　 　 11,876,127 　 　 ― 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 15,470,627 55.2 　 ― ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △228 △0.0 　 ― ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 21,747,548 77.5 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― 　 　 1,203,279 　 　 ― 　

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 ― 　 　 34,188 　 　 ― 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 1,237,468 4.4 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 22,985,017 81.9 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 28,050,045 100.0 　 ― ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 10,574,803 100.0 　 9,649,339 100.0 　 20,487,584 100.0

Ⅱ　売上原価 ※6 　 7,228,930 68.4 　 6,392,468 66.3 　 14,528,789 70.9

　　　売上総利益 　 　 3,345,872 31.6 　 3,256,870 33.7 　 5,958,794 29.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※6 　 1,147,668 10.8 　 1,566,364 16.2 　 2,547,320 12.4

　　　営業利益 　 　 2,198,204 20.8 　 1,690,506 17.5 　 3,411,473 16.7

Ⅳ　営業外収益 ※1 　 79,171 0.7 　 88,382 0.9 　 134,803 0.6

Ⅴ　営業外費用 ※2 　 3,042 0.0 　 3,928 0.0 　 3,577 0.0

　　　経常利益 　 　 2,274,333 21.5 　 1,774,960 18.4 　 3,542,699 17.3

Ⅵ　特別損失
※3,4
,5

　 37,934 0.4 　 ― ― 　 141,496 0.7

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 2,236,398 21.1 　 1,774,960 18.4 　 3,401,202 16.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

※7 　 845,853 8.0 　 734,724 7.6 　 1,448,420 7.1

　　　法人税等調整額 ※7 　 ― ― 　 34,297 0.4 　 △79,043 △0.4

　　　中間(当期)純利益 　 　 1,390,545 13.1 　 1,005,937 10.4 　 2,031,826 9.9

　　　前期繰越利益 　 　 9,738,360 　 　 ― 　 　 9,738,360 　

　　　中間(当期)
　　　未処分利益

　 　 11,128,905 　 　 ― 　 　 11,770,186 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,867,575 3,409,575 3,409,575

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　

　役員賞与（注） 　 　 　

　別途積立金（注） 　 　 　

　中間純利益 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(千円) 2,867,575 3,409,575 3,409,575

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 94,500 3,200,000 11,770,186 15,064,686 △228 21,341,607

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 △559,995 △559,995 　 △559,995

　役員賞与（注） 　 　 △40,000 △40,000 　 △40,000

　別途積立金（注） 　 300,000 △300,000 ― 　 ―

　中間純利益 　 　 1,005,937 1,005,937 　 1,005,937

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― 300,000 105,941 405,941 ― 405,941

平成18年９月30日残高(千円) 94,500 3,500,000 11,876,127 15,470,627 △228 21,747,548

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,901,063 ― 1,901,063 23,242,671

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　 △559,995

　役員賞与（注） 　 　 　 △40,000

　別途積立金（注） 　 　 　 ―

　中間純利益 　 　 　 1,005,937

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△697,784 34,188 △663,595 △663,595

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△697,784 34,188 △663,595 △257,653

平成18年９月30日残高(千円) 1,203,279 34,188 1,237,468 22,985,017

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　子会社株式及び関連会社

株式

　　移動平均法による原価

法

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

　

(1) 有価証券

　子会社株式及び関連会社

株式

　　同左

　

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

(1) 有価証券

　子会社株式及び関連会社

株式

　　同左

　

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価

法

　

　時価のないもの

　　同左

　時価のないもの

　　同左

　 (2) デリバティブ取引によ

り生ずる債権及び債務

　　時価法

　

(2) デリバティブ取引によ

り生ずる債権及び債務

　　同左

(2) デリバティブ取引によ

り生ずる債権及び債務

　　同左

　 (3) たな卸資産の評価基準

及び評価方法

　製作品・仕掛品……

　　個別法による原価法

　商品・貯蔵物品……

　　先入先出法による原価

法

(3) たな卸資産の評価基準

及び評価方法

　製作品・仕掛品……

　　同左

　商品・貯蔵品……

　　同左

(3) たな卸資産の評価基準

及び評価方法

　製作品・仕掛品……

　　同左

　商品・貯蔵品……

　　同左

　　

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法(ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物(付属設備を除く)は定額

法)を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物　　　　　13年～50年

構築物　　　　15年～40年

機械装置　　　５年～８年

工具器具備品　５年～20年

　

(1) 有形固定資産

　　同左

(1) 有形固定資産

　　同左

　 (2) 無形固定資産

　自社利用のソフトウェア

　　社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産

　　同左

(2) 無形固定資産

　　同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

　　同左

(1) 貸倒引当金

　　同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

　　同左

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しており

ます。

　 ――――― (3) 役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、当

事業年度における支給見込

額に基づき、当中間会計期

間の負担額を計上しており

ます。

　

　

―――――

　 (4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。

　数理計算上の差異につい

ては、その発生した事業年

度に全て損益処理を行って

おります。

(4) 退職給付引当金

　　同左

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき計上しておりま

す。

　なお、数理計算上の差異

は、その発生した事業年度

に全て損益処理を行ってお

ります。

　 (5) 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

中間会計期間末要支給額を

計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　同左

(5) 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

　同左 　外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

　同左 　同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用し

ております。なお、振当て

処理の要件を充たしている

場合には振当て処理を採用

しております。

(1) ヘッジ会計の方法

　　同左

(1) ヘッジ会計の方法

　　同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　ヘッジ手段……通貨スワ

ップ

　ヘッジ対象……予 定 取

　　　　　　　　引、買掛

金

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　同左

　 (3) ヘッジ方針

　社内規程に基づき、為替

変動リスクをヘッジしてお

ります。

(3) ヘッジ方針

　　同左

(3) ヘッジ方針

　　同左

　 (4) ヘッジの有効性評価の

方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段

の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎

に判断いたしますが、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象の重要

な条件が同一である場合に

は、有効性評価を省略して

おります。

　

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

　　同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

　　同左

７　その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用し、控除

対象外消費税及び地方消費

税は当中間会計期間の費用

として処理しております。

消費税等の会計処理

　同左

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用し、控除

対象外消費税及び地方消費

税は当期の費用として処理

しております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成15 年10 月

31 日　企業会計基準適用指針　第６

号）を適用しております。これによ

り、税引前中間純利益は11,442 千円

減少しております。

　なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

―――――

　

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14 年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成15 年10 月31 日

　企業会計基準適用指針　第６号）

を適用しております。これにより、

税引前当期純利益は11,442 千円減少

しております。

　なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

――――― （役員賞与に関する会計基準）

　当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号　平成17年11月29日）を適用

しております。

　これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益は、それぞれ

20,000千円減少しております。

―――――

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を

適用しております。

　当中間会計期間における、従来の

資 本 の 部 に 相 当 す る 金 額 は 、

22,950,828千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

　

―――――
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表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

（中間貸借対照表関係）

　前中間会計期間において固定負債の「その他」に含め

て表示しておりました「繰延税金負債」（前中間会計期

間4,484千円）は、金額的重要性が増加したため、当中

間会計期間より区分掲記しております。

―――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

698,250千円

　

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

810,024千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

722,046千円

　

※２　　　　―――――

　

※２　中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。

受取手形　　　　 821千円

　

※２　　　　―――――

　

※３　消費税等の取扱い

　　仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、未払金に含めて表示

しております。

※３　消費税等の取扱い

　　同左

※３　　　　―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

　　受取利息 3,153千円

　　受取配当金 39,092

　　為替差益 29,302

　

※１　営業外収益のうち主要なもの

　　受取利息 8,996千円

　　受取配当金 47,918

　　為替差益 21,684

　

※１　営業外収益のうち主要なもの

　　受取利息 6,269千円

　　受取配当金 58,155

　　為替差益 59,805

　 　

※２　営業外費用のうち主要なもの

　　支払利息 83千円

　　たな卸減耗損 2,949

　

※２　営業外費用のうち主要なもの

　　過年度消費税等 3,681千円

　 　

　

※２　営業外費用のうち主要なもの

　　支払利息 180千円

　　たな卸減耗損 3,378

　

※３　特別損失のうち主要なもの

　　固定資産除却損 25,161千円

　　減損損失 11,442

　　貸倒引当金
　　繰入額

1,330

　

※３　　　　―――――

　

※３　特別損失のうち主要なもの

　　投資有価証券
　　評価損

65,343千円

　　固定資産除却損 25,762

　　貸借物件原状
　　回復費用

37,038

　　減損損失 11,442

　　貸倒引当金
　　繰入額

1,910

　 　

　

※４　　　―――――

　

※４　　　　―――――　

　

※４　固定資産除却損　

　固定資産除却損の内容は次の通り

であります。

建物 5,037千円

構築物 1,210

機械装置 600

撤去費用 18,913

計 25,762
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前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※５　減損損失

　当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。

　

場所 東京都千代田区

用途 教育用設備

種類 建物及び工具器具備品

　

　当社は、各社の管理会計上の区分

及び地理的な独立性を考慮して資産

グルーピングを行っております。

　上記資産については、アニメーシ

ョン研究所の事業規模の縮小にとも

なう減収により、将来キャッシュ・

フローに基づく使用価値がマイナス

であるため、回収可能価額はないも

のとして、減損損失を認識いたしま

した。

　その内訳は建物8,458千円、工具器

具備品2,984千円であります。

　

※５　　　　――――― ※５　減損損失

　当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。

　

場所 東京都千代田区

用途 教育用設備

種類 建物及び工具器具備品

　
　当社は、管理会計上の区分及び地

理的な独立性を考慮して資産グルー

ピングを行っております。

　上記資産については、アニメーシ

ョン研究所の事業規模の縮小にとも

なう減収により、将来キャッシュ・

フローに基づく使用価値がマイナス

であるため、回収可能価額はないも

のとして、減損損失を認識いたしま

した。 　

　その内訳は建物8,458千円、工具器

具備品2,984千円であります。　

　

※６　減価償却実施額

　　有形固定資産 37,368千円

　　無形固定資産 48,424

　

※６　減価償却実施額

　　有形固定資産 87,977千円

　　無形固定資産 49,916

　

※６　減価償却実施額

　　有形固定資産 86,132千円

　　無形固定資産 97,496

　

※７　当中間会計期間における税金

費用については、簡便法による

税効果会計を適用しているた

め、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含め

て表示しております。

※７　　　　―――――

　

　

　

　

　

（追加情報）

　中間会計期間における税金費用に

ついては、従来簡便法により計算し

ておりましたが、税金費用をより合

理的に算定するため、当中間会計期

間より原則法に変更しております。

　なお、この変更による影響額は軽

微であります。

※７　　　 ―――――
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 52 52 ― 104
　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　          株式分割による増加　　　　　52株
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

　

減価償却
累計額
相当額
(千円)

　

減損損失
累計額
相当額
(千円)

　

中間
期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産その
他

605,083　319,764　 2,635　282,683

　 　　 　　 　　 　
無形固定
資産

19,179　 16,088　 ―　 3,091

合計 624,262　335,852　 2,635　285,774

　

　
取得価額
相当額
(千円)

　

減価償却
累計額
相当額
(千円)

　

減損損失
累計額
相当額
(千円)

　

中間
期末残高
相当額
(千円)

有形固定
資産その
他

623,738　349,974　 2,540　271,223

　 　　 　　 　　 　

合計 623,738　349,974　 2,540　271,223

　

　
取得価額
相当額
(千円)

　

減価償却
累計額
相当額
(千円)

　

減損損失
累計額
相当額
(千円)

　
期末残高
相当額
(千円)

機械装置及び

車両運搬具
117,538　101,620　 ―　 15,918

　 　　 　　 　　 　
工具器具
及び備品

454,541　240,354　 2,635　211,551

　 　　 　　 　　 　

ソフト
ウェア 19,179　 18,406　 ―　 772

合計 591,260　360,381　 2,635　228,242

　

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額等

未経過リース料中間期末残高相当
額

１年内 142,100千円

１年超 152,596

合計 294,696

リース資産減損勘定の残高

2,635

　

　②　未経過リース料中間期末残高

相当額等

未経過リース料中間期末残高相当
額

１年内 126,003千円

１年超 149,879

合計 275,883

リース資産減損勘定の残高

1,005千円

　

　②　未経過リース料期末残高相当

額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 124,826千円

１年超 109,319

合計 234,146

リース資産減損勘定の残高

1,802千円

　③　支払リース料、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 86,162千円

減価償却費相当額 85,962

支払利息相当額 2,178

減損損失 2,635

　

　③　支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 77,028千円

リース資産減損勘
定の取崩額

797

減価償却費相当額 74,907

支払利息相当額 1,258

　

　③　支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 164,268千円

リース資産減損勘
定の取崩額

832

減価償却費相当額 161,934

支払利息相当額 3,736

減損損失 2,635

　

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

　

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　同左

　⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

　

　⑤　利息相当額の算定方法

　　　同左

　⑤　利息相当額の算定方法

　　　同左
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有価証券関係

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。
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１株当たり情報

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 3,142円13銭 １株当たり純資産額 1,641円79銭 １株当たり純資産額 3,314円69銭

１株当たり中間純利益 198円65銭 １株当たり中間純利益 71円85銭 １株当たり当期純利益 284円54銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　
　当社は、平成18年８月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の１株あ

たり情報については、それぞれ以下

の通りとなります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産
額

１株当たり純資産
額

1,571円 6銭 1,657円34銭

１株あたり中間純
利益

１株あたり当期純
利益

99円32銭 142円27銭

　なお、潜在株式

調整後１株当たり

中間純利益につい

ては、潜在株式が

ないため記載して

おりません。

　なお、潜在株式

調整後１株当たり

当期純利益につい

ては、潜在株式が

ないため記載して

おりません。

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

(注)　１株あたり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間（当期）純利益 1,390,545千円 1,005,937千円 2,031,826千円

普通株主に帰属しない金額 ― ― 40,000千円

（うち利益処分による役員賞与金） ― ― 40,000千円

普通株式に係る中間（当期）純利益 1,390,545千円 1,005,937千円 1,991,826千円

普通株式の期中平均株式数 6,999,948株 13,999,896株 6,999,948株
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